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は じめに
子が親の家を離れることを 「離家(homeleaving,nest・leaving)」という。離家はライフコースに
おいて個人が行う最初の移動であり,世帯形成や婚姻行動 と密接な繋が りをもっている。1970年代
より,日本においては若者の離家が遅れる傾向がみられる(国立社会保障 ・人口問題研究所2001)。
晩婚化 に加 え,若年者が結婚前に親元を離れるのが遅 くなっていることが原因である(鈴 木1997,
Suzuki2001)。家族社会学者の山田昌弘は,成 人後 もなお親 と同居し,豊 かな生活水準を享受する
若者を 「パラサイト・シングル」 と名付け,か れ らが結婚しないことが今 日の未婚化 ・晩婚化の主要
な要因であると論じた(山 田1999)。いわゆるパラサイ ト・シングル仮説である。
山田はパ ラサイ ト・シングルの増加が 「歴史的にも,世 界的に も,現代 日本特有の現象である」
(山田1999,p.134,ll.2-3)と述べている。 しかし,若年者の親同居割合の増加および離家の遅れと
いった現象に関する限 り,これは 日本特有の現象ではない。1980年代以降,欧 米を中心とする先進
諸国においても若者の世帯形成に遅れがみられることが指摘されている(Goldscheider1997,Cordon
1997)。離家の遅れが,1980年代を境に日本のみならず欧米の先進諸国において一様に指摘されるよ
うになったのはなぜであろうか。本論文では所得水準 と若者の離家 との関係について考察する。若者
の離家に関する意思決定にマクロレベルの所得変動が与える影響ついて仮説を立て,こ れを検証する
こととする。
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1.離家の遅れに関する考察
1.1離家傾向の推移
近年まで,若 者の離家傾向は明らかではなかった。若者の居住形態を継続的かつ正確 に測定する
データを得ることが困難であったことに加え,結婚や出産 といった人口学的事象に比べて若者の居住
形態への関心が低かったためである。 しかし,1990年代の中頃に入 り,国立社会保障 ・人口問題研
究所が行っているr世帯動態調査』(1994年,1999年実施)や,日 本家族社会学会 ・全国家族調査研
究会が行った 『全国家族調査(NationalFamilyResearchofJapan1998:NFRJ98)』(1999年実施)
において離家に関する項目が設けられるようにな り,全国レベルで性別,コ ーホー ト別の離家年齢の
推移,離 家理由の分布といった情報を入手することができるようになった。本節では 『全国家族調査
(以後,NFRJ98)』の個票データを用いて,1940年代出生コーホー ト以降における離家傾向について
明らかにする1。
表1で はNFRJ98を用いて,15歳か ら30歳までに生起 した離家について,性,出 生コーホー ト別
の離家経験割合,平 均離家年齢および離家経験年齢の四分位値を算出した2。出生 コーホー ト別にみ
ると,男子では1940年代後半を底 として,そ れ以降の出生コーホー トでは離家が遅れる傾向がみ ら
れる。一方,女 子の平均離家年齢は1940年から50年代コーホー トまでは21歳代後半で安定 して推移
い
していたが,1960年代 コーホー トより著 し く上 昇してい る。離家 の遅れ は特 に女子 におい て顕 著 で
ある。 また,男 女 ともに1960年代後半 の コーホ ー トでは,他 の コーホー トに比べて離家 の経験 割合
表1性,出 生コーホー ト別離家族経験割合,離 家年齢の四分位値および平均離家年齢
出生コウホー ト サソブル数 離家経験割合
離家年齢(歳)
(人) (%) 25% 50% 75% 平均
男性 1940-44年生 ま れ 315 68.25 18 21 一 22.70
1945-49年生 ま れ 384 76.30 18 19 29 21.75
1950-54年生 ま れ 352 75.85 18 19 29 22.05
1955-59年生 ま れ 325 75.08 18 20 30 22.53
1960-64年生 ま れ 320 79.06 18 22 28 22.64
1965-70年生 まれ 383 73.11 18 21 一 22.89
女性 1940-44年生 まれ 378 89.42 18 21 25 21.64
1945-49年生 まれ 441 89.80 18 22 25 21.57
1950-54年生 まれ 367 89.10 18 22 25 21.72
1955-59年生 まれ 340 87.94 18 21 24 21.73
1960-64年生 まれ 351 85.19 18 23 26 22.79
1965-70年生 ま れ 422 73.70 19 24 一 23.88
計 4378
*15歳から30歳までに生起 した離家を対象とする。
出所:『全国家族調査』(1999年実施)を 用いた筆者の分析。
一58一
が低い傾向にある。
このような近年のコーホー トにおける離家の遅れおよび経験割合の低下要因として,結婚前の離家
の遅れ と晩婚化の2つ が指摘されている(鈴 木1997,suzuki2001)。日本における離家は,男 女 と
もに9割 弱が進学,就 職,結 婚 といったライフイベン トを契機に生起 している(国立社会保障 ・人
口問題研究所2001)。したがって,結 婚時の離家の遅れは未婚化によって生 じており,結婚前の離
家の遅れは,進学および就職による離家が遅れる,も しくは生起 しないことによって生 じている。近
年のコーホー トで離家が生起 しにくくなっているのはなぜであろうか。先行研究に挙げられている離
家の規定要因を通して,こ のことを考察する。
1.2離家の社会人ロ学的要因
データや方法論上の制約により,離家の規定要因については明らかにされていない点が多い。離家
では なく親子同居の規定要因についての研究は多 くみ られる(Kojima1990,岩上1999,Suzuki
2001,2002)。しかし,離i家が親 との同居から別居への状態の変化を伴 う事象であるのに対 し,親子
同居は調査時点における居住状態を表 している。そのため,親 子同居の分析では世帯変動に関する明
確な結論を導 くことはできない。また,親 同居の若者のなかには一度親の家を出て,再 び親 と同居し
ている者 も含まれるため,親 との同別居を対象とした研究では離家行動が異なる対象を同時に分析し
てしまうこととなる。生命表分析やその1手 法であるカプラソ マーイヤー法を用いて,離 家の分析を
行ってい る研究もあるが(鈴 木1997,安藤2001),生命表分析ではモデルで用いる説明変数の数が
限られているため,離家要因に関する考察はいずれも限定されたものであ り,記述的な段階に留まっ
ているといえよう。以上のような制約を考慮 した上で,離 家行動を規定してきた要因について考察を
行うこととす る。
第一に,若年者の離家に影響を与 えている要因 として人口学的要因を挙げることができる。先行研
究においては,き ょうだい数が多いほど離家のタイミングが早 くなることが指摘 されている(安 藤
2001)。また,き ょうだい数が多いほ ど独身者が親 と同居する確率が低下 する傾向がみ られる
(Kojima1990)。きょうだい数が多い場合,住 宅事情や経済的理由から親や家族から早 く自立するこ
とを求め られるためである。また,日 本では結婚後 も1子 は親 と同居する傾向が根強いため,家 に
留まることが期待される長男は離家の生起確率が低いことが知られている(Kojima1990,国立社会
保障 ・人 口問題研究所1996)。しかし,少 子化により長男比率が高まっているにも関わらず,近 年
のコーホートにおける男性の離家経験割合はむ しろ上昇する傾向にある(表1参 照)。こうした傾向
は,よ りサンプル規模の大きい 『世帯動態調査』によっても確認されており,近年のコーホー トでは
長男でも一度は離家を経験する傾向へ と変化 してきている(国立社会保障 ・人口問題研究所1996)。
また,欧 米では親の離婚経験が子の早期における離家を促進している(Aquilino1991,Goldscheider
&Goldscheider1998)。特に,再婚家庭や連れ子が存在する家庭では,子 の離家が早い傾向が顕著で
ある(Goldscheider&Goldscheider1998)。日本では親の離婚経験による影響を直接的に推定 した研
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究は存在しない。しかし,世帯主の配偶関係(片 親か否か)と 成人子 との同別居の関係についてみる
と,20歳から24歳までの若年齢においては男女 とも両親が揃 っているほど,親 との同居が促進され
る傾向が強 く認められる(Suzuki2001)。また,片 親家庭を母子家庭 と父子家庭に分けると父子家
庭において成人子 と親 との同居割合が低い(suzuki2002)。また,安 藤(2001)によれば,15歳以
前における父親の死亡 によって,1940年代に出生 した男性 の離家は促進 される傾 向にある。 しか
し,女性やその他のコーホー トでは有意な関係がみ られない(安 藤2001,永井2001)。したがっ
て,近年における離家の遅れには,少 子化によるきょうだい数の減少や親世代の低い離婚率 といった
要因が影響 しているといえる。
次に,離 家に影響を与えてきた要因として教育水準を上 げることができる。1960年代 より70年代
中頃まで大学 ・短大をあわせた高等教育への進学率が著 し く上昇 している。その後,80年代を通 し
て進学率は一時停滞したものの,90年代に入 り再び上昇傾 向にある(文 部科学省2003)。大学卒の
未婚男女は親 と別居 している確率が高い(岩上1999)。進学時 に離家 を経験するためである。また,
高等教育への進学は,進学による離家を促すばか りでなく,就 職や結婚のタイミングに影響を与える
ことにより離家のタイミングを規定 している。就職は男性の結婚前の離家の主要な理由である(国立
社会保障 ・人口問題研究所2001)。しかし,高等教育への進学 により就職年齢が遅れるため,若 年
男性の就職による離家は遅れることとなる(鈴木1997)。また,高 等教育を受けた女性は晩婚傾 向
にあることが知 られている(小 島1994)。大学への進学 によ り,結婚市場への参入が遅 くなること
に加え,高 学歴女性ほど結婚 しにくい傾向にあるためであ る(Raymo2003)。したがって,高 等教
育への進学は,男 女 ともに進学による離家を促すものの,男 性の就職による離家や女性の結婚による
離家を遅 らせる効果をもつ。
離家に関する意思決定には,親の社会経済的な地位 が重要な役割を果たしている。母親が専業主婦
である場合 には,就 業 している母親 に比べて息子や娘 との 同居確率 が高 い(岩 上1999,Suzuki
2002)。専業主婦の母親は,子 が成人した後 も洗濯や炊事 といった家事サービスを提供する傾向にあ
り,その傾向は特に娘に対 して強 く現れている(白 波瀬2001)。パラサイ ト・シングルを巡 る議論
では,こ うした 「居心地の良い親の家」が親同居の若者を増加 させる一因である と指摘 されている
(山田1999)。また,女 性は世帯収入が高いほど晩婚傾向にあることが指摘されている(樋 口&阿部
1999)。これも親の経済的余裕がパラサイト・シングルの成立要件であるとする山田(1999,P.163)
の見解に一致する。離家の遅れが顕在化した1960年代 コ・一 ポー トは,バ ブル期に離家年齢を向かえ
ている。 したがってバブル期における親世代の経済的余裕が,若 者の離家を遅らせた一因となった可
能性がある。 しかし同時に,親 は子の年齢が低 く,遠方に住むほ ど生活費をはじめ とする経済的援助
をおこなう傾向にある(白 波瀬2001)。そのため,進 学による離家をは じめ とす る若年齢 における
離家には,親 からの経済的支援を受けられるか否かが重要な規定要因 となるといえよう。
さらに,若 年者の離家行動は居住地域によって大 きく異 なる。結婚前の離家の遅れは,主 にコー
ホー トに占める都市出生者の割合の上昇によって説明されている。近年のコーホー トでは,コ ーホー
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トに占める都市出生者の割合が高いため,男 女 とも進学や就職による結婚前の離家が生起しにくい傾
向にある(Suzuki2001)。
以上のような要因によって,近年のコーホー トでは結婚前の離家が生起しにくくなっている。その
結果,男 女 とも結婚まで親元に留まる者が増加しており(鈴木1997),晩婚化による初婚年齢の上
昇が離家年齢の上昇を招いている。晩婚化による離家の遅れは,結婚による離家の割合が多い女性に
おいてより顕著にみられるが,男 性において もわずかながら観察されるようになっている(Suzuki
2001)。この ことは,男性においても結婚 と同時に離家をする老の割合が増加していることを意味 し
ている(安藤2001)。
2.所 得水準と離家行動に関する仮説
近年のコーホー トにおける離家の遅れは,日 本特有の現象ではない。第2次 大戦以降,先 進工業
諸国では経済の順調な成長 と共に若者の世帯形成が促進され,離家年齢は低下する傾向にあった。し
かし1980年代に入ると,欧米諸国においても若者の親同居割合の増加や離家の遅れが報告されてい
る(Goldscheider1997,Cordon1997)。欧米ではその原因として,高失業率に代表される若者の経済
環境の悪化 と家賃価格の上昇による住宅コス トの高騰が挙げられている(Bianchi&Casper2000)。
しかし,日本においては1980年代における若者の経済環境および住宅市場の動向は,そ れほど厳
しいものではなかった。例えば,厚 生労働省の発表 しているr職 業安定業務統計』によると,1980
年代の男女を合わせた新規求人倍率の平均は1.11倍と1970年代(1.28倍)や1990年代(1.33倍)に
比べ低い値 となってお り,若者の就職がそれほど厳 しいものではなかったことが伺える3。また,同
じく厚生労働省の 『賃金構造基本統計調査』によると,大卒男性の初任給は80年代を通して40.5%,
高卒男性のそれは35.3%上昇 しており4,消費者物価指数の 「持家の帰属家賃を除 く家賃」の上昇率
である34.4%5よりも高い伸び率 となっている。そのため,家 賃価格の上昇が,若 年者の賃金水準に
比べて著し く大きかったとはいえない。また,こ うした官庁統計に拠 るまでもな く,1980年代の後
半は 日本中がバブル景気に湧いた時代であ り,他の欧米諸国のように若者が経済的困難に直面してい
た とは考えにくい。経済環境は若者に とって好ましいものであったのにも関わ らず,日 本における世
帯形成に遅れがみられたのはなぜであろうか。本節では高度経済成長期か らバブル崩壊後の不況期ま
での期間における所得変動と若年者の世帯形成について考察し,所得水準が離家を決定するメカニズ
ムについての仮説を提示する。
離家をして新たな世帯を形成する場合,若 者は経済的 自立を達成するか,さ もなければ家族や政府
からの移転収入を得る必要がある。一般に,子が別の世帯を構えることは,本 人もしくは家族にとっ
て同居よりもコストがかかることである。しかし,ア メリカでは若者の所得が上昇するほど親 との同
居が減少することが知られている(Micheal,et.al.1980,Pampel1983,Avery,et.al.1992)。1960年
代以降のアメリカにおいて1人 暮 らしや非家族同居が増加 した背景には,所 得水準の上昇が関係 し
ている。欧米における居住形態の研究では,近 代社会においてはプライバシーや自立 といった価値観
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が重視されるようになり,所得の上昇によってそれらの価値観を実現することが可能になったこと,
またプライバシーや自立への選好が強まることによって,所得が所与ならば通常の財 よりもそれ らを
得るために経済的資源が用い られるようにな ったことが指摘 されている(Micheal,et.al.1980,
Goldscheider&Goldscheider1987)。また,離家は子のみならず,そ の親にもプライバシーの確立を
意味する。そのため,親 の所得水準 と子の離家 との間にも正の関係が認め られる(Avery,et.al.
1992)6。アメリカでは消費者需要(consumerdemand)の観点から所得水準の上昇 と若者の世帯形
成の関係が説明されている。
日本において も1950年代より,20歳から24歳の男女の普通世帯世帯主率7は一貫 して上昇 してお
り,所得水準の上昇 と若年者の世帯形成に一定の関係が認められる(図1参 照)。きょうだい数が多
く,親世代がそれほど豊かではなかった1950年代,60年代には,欧 米のようにプライバシーや自立
を得 るための手段 として離家が促されたという消費者需要の側面からの説明が可能である。1世帯あ
た りの平均世帯人員数は戦後より一貫して減少傾向にある。1960年代までは1世帯あた りの平均世
帯人員数が多く,世帯員1人 当た りの居住空間 は現代の半分以下であった8。そのためプライバシー
を確保できるより広い空間を得 るために,経 済的に自立 した子が家を出ることは,親 子の両世代にと
って合理的な選択であったのではないだろうか。また,こ の時代の離家には,伝統的な一子継続規範
が部分的に寄与 していたとも考えられる。一子残留型の直系家族では,あ ととり以外の成員を速やか
図120-24歳の性別普通世帯世帯主率注1)と1人当たり国民所得注2)の推移
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注1:性,年 齢別人口のうち世帯主である者の割合。1965年以前については1%抽 出結果。1970,75,85年につい
ては20%抽出結果。
注2:要素費用表示の国民所得を総人口で割ったもの。GDPデフレーターによって調整済み。
出所:総 務省統計局 『国勢調査報告』,内閣府経済社会総合研究所 『国民経済計算年報』
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に離家 させ ることが家族の発達過程において重要な課題であったからである(安藤,2001)。こうし
た規範を親子が受け入れることで,子 の離家についての意思決定が円滑に行われていたもの と思われ
る。そのため1950年代,60年代の高度経済成長期には,所 得水準の上昇による経済的余裕(econom-
icafHuence)が若年男性の経済的 自立 を可能 とし,結 婚をはじめとする世帯形成を促す作用をもっ
た と考えることができる9。これを第1の 仮説 とする。
日本では1970年代以 降,若 年者の離家に遅れがみ られることが指摘されている(国 立社会保障 ・
人口問題研究所2001)。図1に おいて も,1975年以降では若年男性の世帯主率の上昇が急激に鈍化
しているのが明 らかで ある。所得水準の上昇にも関わ らず,1970年代後半以降 より若者の離家が抑
制されるようになったのはなぜであろうか。パラサイト・シングルの提唱老である山田(1999)は,
居心地の良い親の家が,親 子の同居を長引かせ,ひ いては結婚を遅らせる原因 となっていると論 じて
いる。欧米において も快適な親の家が若者の離家を遅らせているという同様の議論が展開されており
(Schnaiberg&Goldenberg1989,Rossi1997),親の収入が多い場合に子の世帯形成による離家が阻
害される傾向がみ られる(Goldscheider&Goldscheider1998,Wittington&Peters1996)。親の所得
水準の上昇 と離家の遅 れとの関係はどのように説明できるのであろうか。
若者は定位家族の経済環境に適応することによって,自 らの期待する生活水準を無意識に形成する
(Easterlin1980)。ア メリカの経済学者であるEasterlin(1980)は,期待する生活水準に対 して,そ
れを実現できる見込みが高ければ,若 い男女は結婚して子どもを持 とうとするため出生は促されると
説明した。Easterlinは,青年の両親の過去における所得を分母,青 年男子の最近の所得経験を分子
とする比 を 「相対所得(relativeincome)」と名付け,こ の概念を出生力変動を説明する際に用いて
いる。親元における所得水準は,若 者の相対所得を左右することによって離家行動に影響を与えてい
るのではないか。年功 序列 という賃金体系に構造的な変化がなく若者の賃金水準が一定であるとすれ
ば,親 元における所得 水準の上昇は若者の期待する生活水準を上昇させ,や がてかれらの相対所得を
低下 させ る作用 を生 じるであろう。さらに,親元での生活水準の上昇に伴い,若者の標準的な生活水
準が上昇 しているため,離 家後の新生活を開始するに当たり,冷蔵庫,洗 濯機,テ レビといったより
多 くの耐久消費財が必要となり,離家の初期投資額が上昇する。また,高 い生活水準を維持するため
にはより多 くの生活費 や交際費を必要 とするため,離 家をして自立 した生活を営む費用が上昇するこ
ととなるであろう。その結果,豊 かな親元を離れることは若者にとって損失が大 きいと感じられるよ
うにな り,世 帯形成は抑制 されることとなる。以上をまとめると,若者の賃金水準が一定である場
合,親 元 における所得水準が高いほど離家の便益(benefit)は低下し,費用(cost)が上昇するとい
う第2の 仮説が成立す る。
しかし,若 年者の賃金水準が一定であるとする仮定は,相対所得の分子を所与であると仮定するに
等 しく,概念を正確に反映 しているとはいえない。なぜならば若年者の潜在的な稼得能力が変化する
ことによって,相 対所 得も変動するためである。例えば,景気変動は若者の潜在的な稼得能力に影響
を及ぼす。石油ショックやバブル崩壊による景気の後退局面においては,新規採用が縮小し,若者の
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就職が困難となる。また,将 来に対 する経緕 的な見通 しが暗 くなるので,若 者は自らの潜在的な稼得
能力を低 く評価する。そのため離家 が抑制 されるであろう。一方,高 度経済成長期やバブル期の好況
局面では,新 規雇用が拡大し若年者 の雇用環境 が好転する。さらに将来に対 して楽観的な見通 しが広
が り,若者が自らの潜在的な稼得能 力を高 く評価することになる。よって,離 家や結婚が促され,世
帯形成が促進 されるであろう。そこで若者の潜在的稼得能力が高い時に離家は促進され,低 い時に離
家は阻害されるという第3の 仮説を提示す る。
本論文では以上の3つ の仮説につ いて検証する。分析では個 々の家庭の所得水準の影響を考察す
るのではな く,コーホー トごとに異 なる時系列の所得変動が,個 人の離家行動に与える影響を推定す
る。また,所 得変動の影響は先 に考 察 した人口学的要因,教 育水準,親 の社会経済的地位,居 住地域
といった属性によって統制 し,これ らとは独立の影響を与えているのかを検証してい く。
3.デ ータ と分析 法
3.1データ
分析では前出のr全 国家族調査(NFRJ98)』の個票データを用いる。NFRJ98は,日本家族社会
学会 ・全国家族調査研究会 によって1999年1月か ら2月 に実施された全国サンプ リング調査であ
る。層化多段抽出法により抽出された満28歳から77歳(1998年12月時点)の 男女10,500人をサンプ
ル対象 としている。調査は訪問留置 法にて行 われ,有 効回答数は6,985票(有効回答率66.5%)であ
る。
NFRJ98は,離家,就 職,結 婚,出 産,子 の結婚,親 や配偶者の死などといったライフイベン トに
ついて,そ の経験の有無ばか りでは な く経験 した時点の情報を収集している遡及的調査(retrospec-
tivesurvey)である。NFRJ98では 「(進学,就 職,結 婚,兵 役などによって)1年 以上親元を離れ
て暮 らしたこと」を離家 と定義 して いる。離家経験が複数回に及ぶ場合は,最初の離家が生起 した時
期について回答を得ている。本研究 では1940年以後 に生 まれた男女を対象に15歳か ら30歳までに生
起した最初の離家についての分析を行 う10。そのため,1955年から99年までの45年間に生起した離家
行動を考察することとなる。サンプル対象の離家経験割合や離家年齢については表1を 参照された
い。
3.2分 析法
分析手法は イベ ン トヒス トリー分 析(event-historyanalysis)を用 いた。 イベン トヒス トリー分析
とは,結 婚や離婚な どの よ うに個人 の地 位や属 性,状 態 の変 化 を伴 う事象 をイベン トとみな し,イ ベ
ン トが生起す るまでの時間 を多変量 回帰 モ デル に よ り推定 す る一連の分析手法であ る。元来,医 療 統
計な どにおい て死亡 の分析 に用 い られ て いた こ とか ら生存 分 析(survivalanalysis)とも呼ば れ る
(Allison1995)。イベン トヒス トリー 分析 で は,ハ ザー ド率(hazardrate)の概念 を用い る。ハ ザー
ド率 とは,あ る時点で イベン トが生 起 したサ ン プル 数 を同時 点において イベン ト生起の リスクを もつ
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サンプル数で除した比率である。つまり,時点 τにおいてイベン ト生起のリスクを持つ者がイベン ト
を経験する確率と言い換えることができる。ハザー ド率は実測される変数ではないが,イ ベン トの生
起とその時機(タ イミング)の 両方を反映して値が決定される。ハザー ド率を分析することにより,
時間および共変量(独 立変数)が イベン トの生起に対して与える影響力を推定することが可能 となる
(山口2001-2002)。
イベン トヒス トリー分析の特徴は,打 ち切 り例(censoring)や時間依存の共変量(time-varying
covariates)を分析に反映できる点にある。打ち切 り例 とは,観 察期間中にイベン トが生起 しない
ケースを指す。打ち切 り例はリスク期間の終了によって生起する。例えば,初 婚後20年間における
離婚を分析する場合,20年間離婚 しなかったサンプルは打ち切 り例 として扱われる。また,初 婚10
年 目に配偶者と死別したサンプルは,そ の時点で初婚における離婚の リスクがなくなるため,こ れも
打ち切 り例 として扱われる。対象者の過去の出来事について質問するような遡及的調査においては,
調査自体が リスクの終了時点 となることもある。イベン トヒス トリー分析では,打 ち切 り例について
も打ち切りとなるまでの共変量の影響をモデルに反映することができるため,情報の損失を少な くす
ることができる。
時間依存の共変量 とは,時 間の経過により値を変える変数のことである。現実世界では多 くの事象
が時 とともに変化する。性別や人種 といった一部の生得的な属性を除けば,年齢,教 育水準,職 業,
結婚,出 産,経 済変動な ど多 くの事象が時間依存の共変量であるといえる。より現実に適合したモデ
ルを構築するためには,これ らの変数の時間依存性をモデルに取 り込む必要がある。 イベン トヒス ト
リー分析の最も重要な利点は,ま さに観察期間における独立変数の値の変化を許容できる点にあると
いえる。
イベントヒス トリー分析にはい くつか種類があるが,本 稿では年齢を時間軸 とする離散時間ロジッ
ト・モデル(discrete-timelogitmodel)を用いる。離散時間ロジット・モデルでは,人 別年齢別に
変換 したパーソン イーヤー形式(person-yearformat)のデー タに,最 尤法(maximumlikelihood)
＼
によるロジスティック回帰分析をおこなうことでパラメーターを推定する。モデルのパラメーター推
定式は以下のように表せる。
1・9(君 ξ1-Pit)-at・blx・… … ・b・X…(・)
君,:個人 肋 ～時点'においてイベン トを経験する確率,α,:時点 τにおける切片,
bk:変数κkの回帰係数,κitk:個人iの時点tにおける変数Xkの値
分析を行 うにあた り,まずNFRJ98の個票データを15歳から離家を経験 した年齢もしくは打ち切
り例 となった年齢までの人別年齢別データに変換 した11。その後に,各サンプルに対応する年度のマ
クロ統計デー タを結 合 した。分析 に用いたマクロ統計 デー タは,1968年版国民経済計算基準
(SNA68)より算出した一人当たり国民所得12と消費者物価指数の 「持家の帰属家賃を除 く家賃」の
値である。
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4.分 析モデ ル
分析モデルにおいては人口学的要因,教育水準,親 の社会経済的地位,居 住地域,所 得水準,コ ー
ホー ト,年齢の7つ の概念を離家の説明要因として用いる。モデルでは先に提示 した仮説群を検証
するため,マ クロの所得水準が離家行動に与える影響を推定する。親元における所得水準を表す変数
として,15歳時の1人 当た り国民所得 を用いる。しかし実数ではな く,1955年の1人 当たり国民所
得に対する増加率を用いる。そのため,こ の変数の値は西暦何年に15歳になるかによって決定さ
れ,時 間を経ても変化 しない変数 として扱われる。 この変数を 「15歳時の国民所得水準」 と名付け
ることとする。15歳時の国民所得水準の値が大 きいほど1955年と比較 して,豊 かな社会であるとい
うことになる(図2参 照)。Easterlin(1980)の相対所得仮説によれば,若 者が期待する生活水準は
定位家族における消費生活の水準に応 じて形成される。つまり,親元での生活水準が高いほど,子 の
期待する生活水準も高 くなる。ここでは,若 者の期待する生活水準が15歳時の所得水準によって決
定されると仮定する。そのため,1955年から99年までの期間でみると,15歳に達するのが遅いほ
ど,若者は高い生活水準を期待するという関係が成 り立つ。なお,1955年をベースとしたのは,分
析の対象 とするサンプルが最 も早 く15歳に達するのが1955年であるからである。
離家に対する所得水準の効果は,15歳時の所得水準 と15歳以降の所得水準の変動 との組み合わせ
によって決定されるもの と仮定する。例えば,15歳時の国民所得水準が高い場合は,若 者の期待す
る生活水準が高いために離家が生起しにくくなる傾向があると予測される(仮説2)が,そ の後 も国
民所得の伸びが順調に続 くな らば,離 家が促進されるであろう(仮説3)。このような15歳以降の所
得水準の変動をモデルに反映させるため,サ ンプルが15歳から19歳,20歳から24歳,そして25歳か
図21955年比1人 当たり国民所得の成長率の推移
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図315歳 到達コーホー ト別1人 当たり国民所得の成長性向
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注:デ ータ入手の都合により1985年に15歳になったコーホー トについては25-28歳の値を用いている。
出所:内 閣府経済社会総合研究所 『国民経済計算年報』より算出。
ら30歳である時の各5年 間(も しくは6年 間)に おける国民所得水準に回帰直線を当てはめ,そ の
係数を国民所得水準の成長性向と定義した(図3参 照)。
図3を例に説明すると,1955年に15歳に達した人 々は石油シ ョック前に30歳を迎えるため,高 度
経済成長によって,年 齢が上がるに伴って所得水準の上昇率が大 きくなる。一方,1965年に15歳に
達 した人々が15歳から19歳を向かえるのは,高 度経済成長期の後半である。そのため,10代の後半
には非常に高い所得水準の上昇を経験するが,20歳から24歳の時には2度 にわたる石油シ ョックで
経済が停滞 し,所得水準の成長性向は非常に低 くなる。そ して25歳から29歳の時にはバブル前の安
定成長経済の下,中 程度の所得成長を経験する。最 も極端な所得水準の変動を経験 しているのが,
1985年に15歳となったコーホー トである。バブル期の絶頂に思春期を過ごしたかれ らは,15歳から
19歳の時には,非 常に大きな所得水準の上昇を経験 している。しか し,バブルの崩壊 とともにB本
経済が低成長期に入 り,20歳代前半においては,所 得水準の伸びはほぼゼ ロとな っている。さらに
不況が長引いた結果,20歳代の後半には所得水準の成長がマイナスに転 じている。見易さを重視し
たため,図3で は4本 の折れ線グラフ しか描いていないが,各 年齢段階における所得変動はサンプ
ルが15歳に達した西暦年によって異なる。そのため,こ の変数の値は1955年から1985年までの31年
分のパターンをもつ。
先に提示 した仮説は,所 得水準の固定効果(15歳時の国民所得水準)と 変動効果(15歳以降の国
民所得水準の変動)が 離家の生起確率にどのような影響を及ぼすのかを検証するものである。仮説1
および仮説2が ともに実証 されるならば,親 元における所得水準が離家に与える影響は逆U字 型の
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2次曲線 として近似できるもの と予測される。一方,所 得水準の変動効果はその2次 曲線的効果を促
進もしくは抑制する作用をもつであろう。離家の生起オ ッズを所得水準の関数として表す と,その式
は以下に表すことができる13。
1・9(君 τ1-Pi,)-at・b・X・i+・・Xn2・b・x・・x・2,・一・+・+転(・)
Pit:t-1歳時までに離家を経験していない個人iがt歳時に離家を経験する条件付確率,
at:t歳時の切片,Xil:個人iの15歳時の国民所得水準,
Xi2,2_za+4:個人iがt2歳からt2+4歳時の国民所得の成長性向,ble:変数Xileの回帰係数,
κ批:個人 ゴの τ歳時における変数 κヵの値
また,モ デルでは年齢をダミー変数として投入し,離家の年齢別ハザー ド率を推定する。先行研究
より離家の年齢別ハザー ド率はコーホー トによって異なることが予測される。そのため,交 互作用 を
取ることによりコーホー ト別年齢別の離家生起ハザー ド率を推定する。また,統 制変数 としてきょう
だい数,出 生順位,15歳時までの片親の死亡経験(人 口学的要因),短大 ・大学への進学(教 育水
準),父親の高等教育の有無,15歳時の父親の職業(以 後15歳時父職 と呼ぶ)(親の社会経済的地
位),居住地域,そ して年齢,コ ーホー トを投入する。 こうした個人属性 に関わる変数を統制 した上
で,所得変動が離家に与える影響について検証する14。
5.分 析結果
離散時間ロジ ット・モデルによる推定の結果,男 女 ともに15歳時の国民所得水準 とその2乗 のパ
ラメーターが1%水準で統計的に有意 となった(付 表1参 照)。このことは1955年から95年までの期
間では,15歳時の国民所得水準が離家の生起オ ッズに与える影響が2次 曲線によって近似できるこ
とを意味している15。
モデルで得 られたパラメーターに,各 年の15歳時の国民所得水準の値,お よび各年齢段階におけ
る国民所得の成長性向を代入した ところ,国 民所得の水準 と離家の変動は図4-a,b,cのように表せ
ることが明らかとなった。図4-aは横軸に各西暦年における1人 当た り国民所得の水準を表 し,縦
軸に離家の相対オッズ比(relativeoddsratio)を表 している。 ここでいう相対オッズ比 とは,1955
年に15歳となった者に対して,そ れ以降に15歳となった者がどれ くらい離家を経験 しやすいのかを
表 している。そ して,こ の図は他の統制変数による影響が一定であった場合に,所得水準の格差によ
って各年の相対オッズ(離 家の経験 しやすさ)が どれだけ異なるのかを表 している。例えば,1966
年の1人 当たり国民所得は1955年よりも32.5%高い(非表示)。この所得水準の格差によって,1966
年 に15歳となった男性は,1955年に15歳となった男性の約2倍,15歳から19歳における離家を経験
しやす くなっている(図4-aのA点参照)。国民所得の成長性向は,15歳から19歳,20歳か ら24歳,
25歳から30歳の各年齢段階で測定している。そのため,国 民所得の水準 と離家の関係を各年齢段階
ごとに図示 した。20歳から24歳の離家にっいては図4-bを,25歳から30歳における離家については
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図4-a15歳時の所得水準による離家オッズの変化15-19歳
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図4-cを参照されたい。なお,実 際のデータでは1985年に15歳となる者が最 も若 いサンプル となる
ので,図4-aの1986年以降の値および図4-bの1991年以降の値は回帰式で得られたパ ラメーターを
用いた外挿値 となる。
図4-a,b,cの各グラフから明らかなように,仮 説1お よび仮説2で 設定 した親元における所得水
準が離家に与 える影響は,逆U字 型の2次 曲線 に よって近似できることが実証 された。また,所 得
水準による離家オ ッズの推移は,男 性において顕 著な変動 を示 している。各年齢段階ごとに異なるこ
れらの変動について考察してみる。
図4-aに示 したように,15-19歳の若年男性の離家は2回 にわたる石油シ ョックやバブルなどの景
気変動による影響を顕著に受けている。例えば1955年以降,男 性の離家は15歳時の国民所得水準が
高いほど促進 される傾向がみ られた。しかし,第1次 石油シ ョックが起 きる1973年,および第2次
石油シ ョックの起 きる1978年に15歳から18歳を 向えるコーホー トでは離家オッズの低下がみられ
る。第1次 石油シ ョックでは,後 に離家のオッズが回復 してお り,そ の影響が景気の落ち込みによ
って生じた雇用の縮小などによる短期的なものであった ことがわかる。 しかし,第2次 石油シ ョッ
ク以降は,相対オッズ比の回復がみられず,む し ろこれをきっかけに相対所得の低下による離家オッ
ズの低下が促されたもの と思われる。1980年か ら86年に15歳を向えるコーホー トでは,離 家オッズ
の低下に歯止めがかかり,やや回復される傾向が み られる。バブル期の好景気によって,若年男性の
進学による離家や就職による離家が促進されたた め と思われる。
図4-bおよび図4-cをみると,20歳以上の男性 の離家は2回 の石油シ ョックによる影響 をそれほ
ど大きく受けていない。15歳時の国民所得水準の上昇によ り,20歳か ら24歳の男性は1970年代中盤
まで,25歳から29歳の男性は1980年代の終盤までそれぞれ離家が促進 される傾向があった。このこ
とは,若年者の離家のほうが景気変動な どによる短期的な経済環境の変化に敏感に反応 していること
を示している。また,図4-bと図4-cにおいては,1980年から86年に20歳となった男性(図4-b参
照)と25歳となった男性(図4-c参照)の 離家が 促進され る傾 向がみ られる。これは15歳か ら19歳
の男性の離家 と同じくバブル景気による影響であ る。バブル期にみられた実質可処分所得の上昇は,
将来に対する楽観的な見通 しを生み,若 者の潜在 的な稼得能力を高 く評価することとなった。このこ
とが親元での所得水準の上昇による若者の相対所得の低下を一時的に緩和 し,男性の離家を高い水準
に保 った と考えることができる。 こうした傾向は年齢段階 が高い男性ほど強まることが明 らかであ
り,経済成長の動向が男性の結婚による家族形成に重要な影響を与えていることが示唆される。また,
1960年代出生コーホー トの男性の離家の遅れが女 性ほど顕著ではないのは,バ ブル景気によって就
職や結婚時における離家が促進されていたからとい えるのではないか。
しか し,バブル崩壊後の1990年以降になると,す べての年齢段階において男性の離家が著し く抑
制されている。この理由としては,バ ブル崩壊後 の景気の後退により1人 当た り国民所得の成長性
向が鈍化 し,将来に対する経済的な見通しが悲観的 になったことが挙げられる。また,若 い年齢段階
ほど離家オッズの低下割合が大きい(15-19歳:-53.1%,20-24歳:-34.4%,25-30歳:-29.8%)
一70一
ことから,経済環境の悪化によって特に若年男性の離家が阻害されたことが明らかである。また,こ
うした経済環境の変動要因のみならず,親 元における所得水準もバブル後の離家オ ッズの著 しい低下
に寄与しているものと思われる。バブル期には個人消費の 「力強い盛 り上が り」がみ られ,多 様化,
高級化に特徴づけられる家計の消費支出が,あ らゆる所得階層,年 齢層において拡大した(経 済企画
庁1989)。そのため,こ のような世帯の消費行動 を反映し,バ ブル期に思春期を迎えた若者は,か
な り高い期待生活水準を自己に内面化したもの と思われる。その結果,男 性が自らの期待する生活水
準を達成することは一層困難 となった。バブル崩壊以降の離家オッズの著 しい低下は,経 済環境の悪
化 という変動要因と親元における所得水準の上昇 という固定効果が合わさった結果,若 者の相対所得
が著 しく低下 したために生 じた といえよう。なお,1992年,93年に15歳もしくは25歳に達した男性
では離家オ ッズが一時的に上昇している。これはバブル崩壊後,横 ばいで推移 していた1人 当た り
国民所得が1996年,97年に上昇 した ことによる。 しかし,20歳代前半では就職には遅 く,結婚には
早いためか離家オ ッズの上昇は限定的なものに留まっている。
一方,女性にはこのような景気変動による影響はみ られない。男性 と同じように1955年から1970
年代の終わ りまでは,女 性の離家は所得水準の上昇に伴って促進されている。 しかし,1950年代中
盤に出生したコーホー トより,所得水準の上昇は一貫 して離家を抑制する方向に作用 している。その
結果,1960年代出生コーホー トにおける女性の離i家の遅れが顕著にみ られるようになった。このこ
とは女性においては期待生活水準のみが離家を規定する要因となっており,その後の所得水準の変動
は離家に影響を与えないことを意味 している。 この理由としては,(1)女性の賃金が男性ほど景気循環
による影響を受けないこと,(2)女性は経済的稼得者(breadwinner)としての役割を男性に期待する
ため,経済環境の変化を自らの潜在的な稼得能力と結びつけて判断しないこと,(3)女性にとって結婚
まで親元に留まることは規範的行動であり,自 らの収入が増 えたからといって離家をしようとは思わ
ないことな どが考えられる。先行研究において女性の離家の半数以上が結婚によるものであること
(国立社会保障 ・人口問題研究所2001)や,未婚女性の親 との同別居には収入による影響がみられ
ないこと(岩上1999)を考慮すると,第3の 理由が最も当てはまりそうである。
以上の結果より,若者の離家は国民所得の水準やその成長性向という外的な機会構造の変化に対 し
て,敏 感に反応することが明らか となった。経済の成長段階においては,所 得水準の上昇 とともに世
帯形成が促進されるのに対し,経済の成熟段階においては親元における所得水準が高いほど離家の効
用が低下し,費用が上昇するというメカニズムが働いている。 したがって,仮 説1お よび仮説2が
男女 ともに実証された。そして,仮説3一若者の潜在的稼得能力が高い時に離家は促進され,低 い時
に離家は阻害される一は,男 性にのみ成立することが明らかとなった。
おわりに
本論文では,高 度経済成長期以降における若年者の離家行動 とマクロレベルの所得変動 との関係に
ついて考察 した。 日本における若年者の離家行動は,経済の成長段階においては所得水準の上昇 とと
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もに促進される傾向がみられたが,1970年代以降の成熟段階に入ると所得水準の上昇にも関わらず
停滞することとなった。本稿では消費者需要な らびにEasterlinの相対所得の概念を用いて,個 人の
離家行動 とマクロレベルの所得変動 との関係を説明する仮説を提示 した。 さらにNFRJ98の個票
データと1人当た り国民所得を用いて,イ ベン トヒス トリー分析による実証分析を行った。
分析の結果,若 者が従属者 として世帯にいるときの所得水準 と離家行動の間に2次 曲線の関係が
示され,豊 かな社会が実現するほど若者の離家は遅 くなる傾向が確認された。しかし,男性の離家は
生産者 として労働市場に参入 してからの所得水準の変化に敏感に反応するのに対 して,女 性の離家は
15歳時の所得水準にのみ依存することが明らかになった。この結果は,経済的自立が男性の離家の
重要な規定要因であるのに対し,女性は結婚まで親元に留まることが規範的であ り,稼得能力が増 し
ても離家をしない というパターンが,近 年まで持続していたことを示唆 している。また,本分析にお
いて得られた知見は人口学的要因,教 育水準,親 の社会経済的地位,居住地域 といった社会人 口学的
要因による影響を統制した上で得られたものであるため,親 元における生活水準の上昇ならびに長引
く経済不況による若者の相対所得の低下が,近 年のコーホー トにおける離家の遅れを説明する有力な
要因であることを示している。したがって,パ ラサイ ト・シングル仮説を検証する上では,こ のよう
な相対所得の低下による離家の遅れが,婚 姻行動 とどのような関係をもつのかについて検証 してい く
必要があるだろう。
しかし,所得が離家に与える影響については,本来ならばパネルデータ等を用いて個人レベルの所
得変数を用いるのが望ましい。本稿においてマクロレベルの所得変数を用いたのは,世 帯形成に関す
る動態データが決定的に不足 しているためである。今後の研究発展のためには,よ り高度な分析に耐
えうるデータが望まれる。なお,離家の社会人口学的要因について考察した文献については,拙 稿を
参照されたい(福 田,2003)。
注
1NFRJ98データ使用にあたっては,日本家族社会学会全国家族調査委員会ならびに東京大学社会科学研究所附
属日本社会研究情報センターから調査個票データの提供を受けた。
2離家の対象年齢を15歳からとしたのは,それ以下の年齢では養子縁組や疎開など本人の意思決定とは無関係な
離家が多いもの と判断したためである。また上限を30歳としたのは,本 稿で対象 とするのが若者の世帯形成で
あることと,一番若いサンプルが28歳であることから,コーホート間の比較がなるべく偏 りなく行われるよう
にするためである。15歳以前に離家を経験 した者の割合は1940年から70年出生男女の1.4%である。
3総務省統計局の行 った 『労働力調査』によると,15歳から24歳の男女計の失業率は,1970年代の平均が2.83
%,1980年代の平均は4.57%,1990年代の平均は5.98%と,1980年代の若年者失業率はそれほど低い値を示 し
ていない。 しかし,新規求人倍率が低かったことを考慮すると,1980年代には自発的離職による失業が多かっ
たものと思われる。
4企業規模計の値。
5全国平均の値。
6ただ しAveryら(1992)の研究では,親の所得は子の年齢が高い とき(20歳代の後半)に のみ,子 の離家に
正の影響を与えている。
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7普通世帯とは,「居住 と生計を共にしている人の集まり」 と 「一戸を構えて住んでいる単身者」(単独世帯)を
合計したものをいう(総務省統計局 『国勢調査報告』 より)。
8総務省統計局の 『国勢調査報告』によると平均世帯人員数は2000年の2.70人に対 して,1960年では4.52人とな
っている。 また,1998年の世帯人員一人当た りの居住空間は1968年の2.08倍となっている(総 務省統計局
2000)。
付表1離 散時間型ロジット・モデルによる性別離家決定要因の分析
男 性 女 性
変 数
BS.E.Exp(B) BS.E.Exp(B)
1.人口学的要因
きょうだい数 0.133***0.0221.14 0.101***0.0191.11
15歳時までに片親の死亡 0、0690.1271.07 一 〇.1640.1210.85
・出生順位(vs長男 ・長女以外)
長男 ・長女 一 〇.394***0.0710.67 一 〇.0140.0650.99
長男 ・長女不明 一 〇.348***0.1160.71 一 〇.0200.1000.98
2.教育水準
短大 ・大学進学経験あり 0.683***0.0761.98 0.141**0.0681.15
3.親の社会経済的地位
・父親の学歴(vs父・初中等教育)
父 ・高等教育 0.0300.0921.03 0.0010.0811.00
父 ・高等教育不明 0.1240.1021.13 0.219**0.0881.24
・15歳時父職(vs常雇の一般従業)
15歳時父 ・経営 ・管理職 0.0500.0821.05 0.0610.0731.06.
15歳時父 ・農林漁業 一〇.0760.0960.93 0.144*0.0821.15
15歳時 父 ・自営 一〇.282***0.1040.75 一〇.0930.0840.91
15歳時 父 ・臨 時 ・不 明 一〇.0340.1590.97 0.455***0.1361.58
5.居住地域
(vs県庁所在地or大都市)
農村 ・山村 ・漁村出身 0.499***0.0891.65 0.580***0.0781.79
地方小都市出身 0.321***0.0781.38 0.304***0.0691.36
6.マ クロ経済変数
15歳時国民所得水準 0.537***0.2071.71 0.654***0.1751.92
15歳時国民所得水準の2乗 一 〇.119***0.0410.89 一 〇.150***0.0360.86
15歳時国民所得水準
×国民所得成長性向 0.005**0.0021.01 一 〇.0010.0021.00
家賃指数成長性向 0.0540.0611.06 一 〇.0460.0560.96
定 数 一3.990***0.4280.02 一2.782***0.4600,06
イベン ト数 1,322 1,712
person-year件数 15,228 16,785
Chi-square 1024.354*** 1028.521***
自由度 64 64
***p<O.01,**p<0.05,*p<0.10
注:出 生 コ ー ホ ー ト別 年 齢 ダ ミ ー変 数 も上 記 の モ デル で 同 時 に 推 定 した 。 結 果 に つ い て は付 図1-a,b参照 の こ
と。
一73一
9ただし,欧米ではプライバシーや自立を得 るための離家が一人暮らしや,同 棲をは じめとする非家族同居への
移行であったのに対し,日本では1人 暮 らしか結婚への移行であった という違いがある。
10離家の対象を15歳から30歳に限定 した理由については,脚注2を 参照せよ。
11人別年齢別データへの変換法については,Allison(1995)やBlossfeldとRohwer(2002)を参照のこと。
12国民所得は年度ベースの値を用い,GDPデフレーターによって調整した。
13式中のtは0か ら15までの値をとる。ただし,ちは0,5,10の3つの値しか とらない。
14「15歳時の国民所得水準」の値は出生年度によって決定されるため,コーホー ト効果を反映している。しかし
同時に,そ の値は1人 当たり国民所得の成長率によって算出されているため,マ クロレベルの所得変動を反映
しているといえる。
15この結果は,モデルに投入した人口学的要因,教育水準,親 の社会経済的地位,居 住地域,コ ーホー ト,年齢
を統制した上で得たものである。各統制要因の分析結果については付表1お よび付図1-a,bに示 した。紙幅の
都合により,本稿ではこれらについての詳細な解釈を行うことはできない。しかし,各係数は概ね先行研究の
結果を支持するものとなっている。
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